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令和４年第４回定例会
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午前１０時００分 開議

○議長（堀 光雄君） おはようございま

す。

出席議員は定足数に達しておりますので、

会議は成立いたします。

これより、本日の会議を開きます。

本日の議事は、お手元に配付しております

議事日程第３号をもって進めます。

─────────────────

◎日程第１ 市政に対する一般質問

○議長（堀 光雄君） 日程第１ 市政に対

する一般質問を行います。

春日洋子議員の登壇を願います。

春日議員。

○１４番（春日洋子君） おはようございま

す。１４番、公明党の春日洋子でございま

す。

通告の順に従い、質問してまいります。

はじめに、行政問題の１点目、こども家庭

庁の設置に伴う市の行政組織についてお伺い

します。

こども政策の司令塔となるこども家庭庁が

来年４月に発足します。少子化や子供の貧困

対策、いじめ、虐待防止など子供に関する課

題に総合的に対応する新しい組織であり、首

相直属の組織として、一段高い立場からこど

も政策を一元的に担っていくとされていま

す。

こども家庭庁の創設が必要な背景には、子

供をめぐる環境が一層深刻さを増している現

状があります。例えば２０２０年の出生数は

約８４万人と過去最少を記録するなど、少子

化対策は待ったなしです。

また、児童相談所が対応した虐待件数は、

２０２０年度には２０万件を超え、過去最多

を更新しています。独り親家庭では半数以上

が貧困状態にあり、親が育児に関われず、虐

待につながるケースもあると言われており、

子供と家庭を社会全体で支える取組が求めら

れています。

そこで、こうした国の動向に呼応し、さら

なる子育て支援、子育てしやすい環境づくり

を市を挙げて進めていくべきとの観点から、

行政組織をどのように考えていかれるのか、

お伺いします。

次に、２点目の結婚を希望する人の出会い

の場の提供や相談体制の整備についてお伺い

します。

近年、結婚や出産について後ろ向きに考え

る世代が増えていると言われており、その要

因は何なのかに目を向け、課題解決に取り組

む必要があるのではないかと思います。

国立社会保障・人口問題研究所が本年９月

９日に結果を発表した２０２１年実施の出生

動向基本調査によると、１８歳から３４歳の

未婚男女のうち、「いずれ結婚するつもり」

と答えた割合は、男性が８１.４％、女性が

８４.３％であり、共に過去最低になってい

ます。一方、「一生結婚するつもりはない」

との回答は、男性１７.３％、女性１４.６％

であり、どちらも過去最高でした。希望する

子供の数についても減少し、特に女性は、は

じめて２人を下回り、１.７９人となり、少

子化の一層の加速が懸念されています。もち

ろん結婚や出産はあくまでも個人の選択で

す。ただ、家庭を持ちたいという希望をかな

えられるよう環境整備に努めることは行政の

責務と考えます。

今般、個人研修で視察させていただいた兵

庫県三木市では、平成２６年に縁結び課を新

設して以来、みきで愛（出会い）サポートセ

ンターへ委託し、縁結び事業を実施してお

り、第２の親的存在のサポーターの活躍もあ

り、高い成功数を上げています。

このような先進的に取り組んでいる事例を

参考にしつつ、本市においても出会いの場や

相談体制の整備に取り組むべきと考えますこ

とから、御見解をお伺いします。

次に、３点目の個別避難計画の策定推進に

ついてお伺いします。

平成２５年に作成が義務化となった避難行

動要支援者名簿は、約９９％の市町村におい

て作成されるなど、普及が進んだものの、近

年の大規模災害による犠牲者の６割以上を高
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齢者や障害者などの災害弱者が占めている実

態があり、避難の実効性を確保することが課

題となっています。

避難行動要支援者の円滑かつ迅速な避難を

図る観点から、令和３年５月に施行された改

正災害対策基本法では、個別避難計画の作成

が自治体の努力義務となりました。

個別避難計画は、高齢者や障害者など、自

ら避難することが困難な避難行動要支援者ご

とに、避難の流れなどを記載した計画であ

り、名前や住所といった基本情報のほか、想

定される災害状況、避難時の配慮事項、避難

先などが明記されます。

２０２２年１月１日現在の内閣府の資料に

よると、実効性のある個別避難計画の作成に

向け、庁内の連携、庁外との連携、福祉専門

職の参画、個別避難計画を活用した訓練のう

ち、少なくとも一つを実施している自治体は

９８４自治体で、５４.５％。実施中の取組

はないが、少なくとも一つを検討している自

治体は５７２自治体で、３２.９％となって

おり、８割を超えています。

内閣府は、優先度の高い避難行動要支援者

について、令和３年度からおおむね５か年程

度で作成することを市町村に依頼しており、

５年程度で作成するためには、本年度中に着

手することが非常に重要となっています。

そこで、災害時の逃げ遅れゼロを目指し、

住民の命と安全を守るため、本市における個

別避難計画の策定推進について、以下３点に

ついてお伺いします。

１点目として、本市の要支援者は何名で、

名簿作成はなされているか、２点目として、

情報提供同意者は何名か、３点目として、計

画作成希望者は何名か、お伺いします。

次に、４点目の９価ワクチンの定期接種化

への対応についてお伺いします。

子宮頸がんは毎年約１万人が罹患し、約

３,０００人が亡くなっている、女性にとっ

て命に関わる疾患です。子宮頸がんの発症予

防を目的としたヒトパピローマウイルスＨＰ

Ｖワクチンは、本年４月より定期接種対象者

への積極的勧奨が約９年ぶりに再開されまし

た。

また、積極的勧奨を差し控えの期間に、定

期接種の機会を過ぎてしまった方々に対して

も、再度接種機会を設けるキャッチアップ制

度も開始され、全国的にＨＰＶワクチンに関

する接種や関心が高まっています。

さて、現在、定期接種やキャッチアップ制

度で使用できるＨＰＶワクチンは２価ワクチ

ンと４価ワクチンとなっており、子宮頸がん

の約７０％を防ぐことができるものです。さ

らに、これらのワクチンより高い感染予防効

果があり、約９０％の子宮頸がんを防ぐこと

ができるとされている９価ワクチンについ

て、厚生労働省は、来年４月１日から定期接

種とする方針であることが報道されていま

す。

９価ワクチンは、２０１４年に米国で承認

されて以降、現在では世界で８０以上の国で

承認されており、日本では２０２０年７月２

１日に承認され、２０２１年２月２４日よ

り、任意接種で接種が可能となりました。

９価ワクチンについては、日本産科婦人科

学会や国会議員らの議員連盟など多くの団体

から、国へ定期接種化を求める声が上がって

います。定期接種として、新しいワクチンを

使えるようになることは、対象者にとって朗

報であり、有効性や安全性を理解し、接種を

検討するための大切な情報となります。

そこで、このような背景を踏まえ、以下３

点についてお伺いします。

１点目として、積極的勧奨再開に当たり、

定期接種対象者及びキャッチアップ対象者へ

の周知はいつ、どのように行ったか、２点目

として、これまでの接種率はどのようになっ

ているか、３点目として、９価ワクチンの定

期接種化に伴う本市の対応、対象となる方へ

の周知方法はどのようにするのか、お伺いし

ます。

最後に、５点目の不在者投票の投票用紙等

のオンライン請求についてお伺いします。

出張や旅行、進学などで、選挙期間中に住
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所地以外の場所へ滞在している方が不在者投

票を行うために必要な投票用紙等について、

これまでは、請求書兼宣誓書を持参または郵

送しなければできませんでしたが、令和３年

４月７日に内閣府より、マイナポータル、

ぴったりサービスによる不在者投票の投票用

紙等のオンライン請求の受付の積極的な実施

について通知されています。

投票用紙の請求自体は、投票日の前日まで

することができますが、受け付けた後に選挙

管理委員会から投票用紙と関係書類を送付の

上、滞在地の選挙管理委員会で投票すること

になるため、投票できる期間に間に合わない

場合があり、これまで私の下にも何度か問合

せが届いたことがありました。

電子申請には、本人確認のため、マイナン

バーカードと署名用電子証明書、暗証番号が

必要ですが、請求書を郵送する手間がかから

ず、スムーズに投票できる方法だと思いま

す。

そこで、導入に向けて、本市の御見解をお

伺いします。

以上で、私の質問を終わります。御答弁を

よろしくお願いいたします。

○議長（堀 光雄君） ただいまの春日洋子

議員の質問に対する当局の答弁を求めます。

市長。

○市長（小檜山吉紀君） おはようございま

す。

ただいまの春日議員御質問の行政問題の第

１点目、こども家庭庁の設置に伴う市の行政

組織については私から、そのほかにつきまし

ては担当部長並びに選挙管理委員長からお答

えいたしますので、御了承願いたいと存じま

す。

こども家庭庁は、国がこども政策を強力に

進めていくため、常に子供の視点に立ち、子

供の最善の利益を第一に考え、子供に関する

取組、政策を社会の真ん中に据えた「こども

まんなか社会」の実現に向けて新たに、内閣

総理大臣直属の機関として、令和５年４月１

日に内閣府の外局に創設されるものでありま

す。

当市におきましては、令和３年１２月２１

日に閣議決定されましたこども政策の新たな

推進体制に関する基本方針の中で、こども家

庭庁の創設が示されたことを踏まえ、令和４

年度から子供をはじめとする市民の健康推進

と福祉の取組をこれまで以上に一体的に進め

るため、健康推進課を市民生活部から健康福

祉部へ移管し、健康福祉部門の横断的な連携

強化を図ってきたところであります。

御質問の行政組織をどのように考えていく

のかにつきましては、こども家庭庁の創設に

伴う新たな支援対策、支援強化による業務の

増加及び複雑・多様化する子育て世帯の問題

や地域の課題に対応するためには、適切な人

員配置はもとより、専門職の配置等による組

織体制の強化が必要であるものと考えており

ます。

いずれにいたしましても、こども政策は、

保健・医療をはじめ福祉・教育など関連する

部門が多岐にわたることから、引き続き国や

県の動向に注視しながら、他自治体の状況に

ついても調査し、子供たちの健やかな成長に

ついて、市として、誰一人取り残さず後押し

できるよう、効果的な組織体制の構築に向け

取り組んでまいりたいと考えております。

私からは、以上であります。

○議長（堀 光雄君） 政策部長。

○政策部長（山﨑 徹君） 行政問題の第２

点目、結婚を希望する人の出会いの場の提供

や相談体制の整備についてお答えいたしま

す。

当市における取組状況といたしましては、

出会いの場の提供については、市単独で開催

するより出会いの場が広がることから、上十

三・十和田湖広域定住自立圏で連携して取り

組むこととしており、圏域１０市町村の担当

課長で組織する移住結婚支援推進協議会を令

和３年度に設立し、同年１０月には、結婚を

希望する方の第一印象力アップと男女の出会

いの機会の創出を目的に、圏域市町村合同の

婚活セミナーを開催しております。
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さらに今年度は、先般１１月１３日に、圏

域市町村の地元スイーツを楽しみながら独身

男女が交流する「スイーツ婚活」を開催し、

大変好評を博したところであります。

また、県と当市を含めた３７市町村が共同

運営するあおもり出会いサポートセンターで

は、本年１０月からオンラインで男女の出会

いを支援するあおもりマッチングシステム

「ＡＩであう」の運用を開始しております

が、この事業は、マッチングシステムに利用

登録した会員に対して、ＡＩが性格や価値観

等の情報を分析し、相性がよさそうなお相手

を紹介するとともに、コーディネーターが必

要に応じて相談対応や自己ＰＲの添削等のサ

ポートを行うものであります。

さて、出会いの場の提供や相談体制につき

ましては、議員から御紹介のありました兵庫

県三木市では、市の委託を受けたみきで愛

（出会い）サポートセンターの出会いサポー

ターがボランティアで、結婚を希望する方の

相談に応じ、お相手を見つけ、実際に引き合

わせるなどの活動を行っており、成果を上げ

ているとのことであります。

当市といたしましても、どのようなサポー

トの仕方が当市の状況に合うのか、先進事例

及び県内の取組事例を調査・研究し、今後と

も県及び圏域市町村と連携を図りながら、結

婚を望む若者の後押しをする事業等に取り組

んでまいりたいと考えております。

以上でございます。

○議長（堀 光雄君） 健康福祉部長。

○健康福祉部長（篠田浩一君） 行政問題の

第３点目、当市における個別避難計画の策定

状況についてお答えいたします。

国は、東日本大震災の教訓として、高齢

者、障害者等の方々について、情報提供、避

難、避難生活等様々な場面での対応が不十分

であったことを受け、平成２５年に災害対策

基本法を改正し、災害時に自ら避難すること

が困難である高齢者や障害者等に対する避難

行動要支援者名簿の整備を市町村の義務とい

たしました。

しかしながら、近年の災害においても多く

の高齢者や障害者等の方々が被害に遭われて

いる状況を踏まえ、災害時の避難支援等を実

効性のあるものとするため、国は令和３年５

月、災害対策基本法の一部を改正し、個別避

難計画の策定を努力義務として市町村に求め

ているところでございます。

この個別避難計画とは、要支援者お一人お

一人の避難支援に必要な情報、例えばお体や

お住まい、御家族の状況や必要な支援方法、

さらには、避難所までの避難経路、あるいは

避難所に避難した後に必要となる緊急連絡先

や服薬、医療機関等の配慮に必要な情報が記

載されているものであり、当市におきまして

も、避難行動要支援者名簿をベースとした個

別避難計画の策定に向けて準備を進めている

ところでございます。

御質問の第１点目、当市における避難行動

要支援者数と名簿作成については、現在、当

市において避難行動要支援者名簿は既に作成

済みで、９８０名登録されており、随時更新

を行っているところでございます。

次に、御質問の第２点目、情報提供同意者

数でございますが、現在のところ登録者９８

０名中４９３名に同意をいただいておりま

す。

次に、御質問の第３点目、計画作成希望者

数でございますが、令和３年の災害対策基本

法の一部改正後、当市でも個別避難計画の策

定に向けて準備を進めているところであり、

今後、作成希望の確認をしていくこととして

おります。

作成に当たっては、関係団体、地域の皆様

の御協力をいただきながら、先進地の事例を

参考に、実効性のある計画となるよう進めて

まいりたいと考えております。

いずれにいたしましても、避難に際して支

援や配慮を必要とする方々が、事前に避難場

所や支援者を決めて、周囲の人と共有してい

くことは、円滑な避難のためにも不可欠でご

ざいますので、その必要性の周知も含めて取

組を進めてまいりたいと考えております。
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続きまして、行政問題の第４点目、９価ワ

クチンの定期接種化への対応についての(１)

定期接種対象者及びキャッチアップ対象者へ

の周知についてお答えいたします。

国では、ヒトパピローマウイルスワクチ

ン、いわゆるＨＰＶワクチンについて、子宮

頸がんを予防するワクチンとして、小学校６

年生から高校１年生までの女性を対象に、平

成２５年４月から、予防接種法に基づく定期

の予防接種として実施してまいりました。

その後、接種との因果関係を否定できない

痛みや、運動障害などの副反応が報告され、

積極的な接種勧奨の一時差し控えとなったと

ころであります。

しかしながら、令和３年１１月の第７２回

厚生科学審議会予防接種・ワクチン分科会副

反応検討部会等において、接種後の副反応に

ついては、特段の懸念がないことが認められ

たことから、積極的な接種勧奨の一部差し控

えを終了とし、さらに、積極的勧奨が控えら

れた９年間に、接種対象でありながら接種を

控えていた方に接種を行うキャッチアップ接

種として、接種の機会が設けられたところで

あります。

これを受け、当市におきましては、本年４

月より、定期接種対象者並びに当該ワクチン

の公費での接種機会を逃したキャッチアップ

対象者に対し、個別通知により、接種の勧奨

を進め、さらに市ホームページ及び広報みさ

わを用いて、こうした国の方針について広く

周知を図ったところであります。

次に、(２)積極的勧奨再開後の接種率につ

いてお答えいたします。

接種勧奨の一時差し控え期間中である令和

３年度におきましては、対象者１,０５４人

に対し４４人が接種を希望するにとどまり、

率にして４.２％でありましたが、積極的勧

奨再開後となる今年度の１０月時点において

は、９８４人の対象者のうち８７人が接種を

希望しており、８.８％と倍増になっており

ます。

また、キャッチアップ対象者についても、

１,５４０人のうち８７人、率にして５.６％

の方が接種を希望し、積極的勧奨の効果は現

れているものと認識しております。

市といたしましては、今後も対象者への積

極的な勧奨を通じ、接種率の向上に努めてま

いりたいと考えております。

次に、(３)９価ワクチンの定期接種に伴う

本市の対応、対象となる方への周知方法につ

いてお答えいたします。

令和４年１１月８日に開催された第５０回

厚生科学審議会・予防接種ワクチン分科会予

防接種基本方針部会において、令和５年４月

より、９価ワクチンであるシルガード９を定

期接種に用いることが了承されたところであ

ります。

当市におきましては、国から正式な通知が

届き次第、まずはホームページ、広報みさ

わ、新たに市の公式ＬＩＮＥを活用し、周知

することとしており、来年度４月からは順次

対象者への個別通知を通じて、より詳細な情

報提供に努めてまいりたいと考えておりま

す。

以上でございます。

○議長（堀 光雄君） 選挙管理委員長。

○選挙管理委員会委員長（石岡裕通君） 行

政問題の第５点目、不在者投票の投票用紙等

のオンライン請求についてお答えいたしま

す。

仕事や旅行などで、選挙期間中、三沢市外

に滞在している方や親元を離れて生活してい

る学生等は、滞在先や居住している市区町村

の選挙管理委員会で不在者投票をすることが

できます。

令和３年４月より、不在者投票制度につい

て、マイナポータルのオンライン申請サービ

スである「ぴったりサービス」を利用するこ

とになりました。これは、名簿登録地の市区

町村にマイナンバーカードを使用して投票用

紙の請求をオンラインで行うことができると

いうものであります。

ぴったりサービスの活用に当たりまして

は、各自治体において事前登録する必要があ
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り、当市においても、選挙人の利便性向上の

観点から、関係課と連携を図りながら導入に

向けて検討し、一人でも多くの方が投票でき

る環境を整備して、投票率の向上につながる

よう努めてまいりたいと考えております。

以上です。

○議長（堀 光雄君） 春日議員。

○１４番（春日洋子君） ただいまの御答弁

に対しまして再質問させていただきます。

はじめに、行政問題の１点目、こども家庭

庁の設置に伴う市の行政組織について再質問

いたします。

市長より、今後は適切な人員配置、また、

専門職の配置を検討してまいりたいという大

変心強い御答弁でございました。私も全く同

じ思いでございまして、国におけるこども家

庭庁の発足に伴って、さらに子育てに関する

業務はますます重要となっていくという思い

から、子育て支援の司令塔となる子育て支援

司令官、このようなものを設置し、さらなる

充実に取り組んでいくべきと考えますが、市

長の御見解をお伺いさせていただきます。

○議長（堀 光雄君） 答弁願います。

市長。

○市長（小檜山吉紀君） こども家庭庁発足

の意義といたしまして、来年４月１日に開設

するこども家庭庁は、これまでのような組織

の縦割り弊害を解消することで、組織のはざ

まで支援からこれまで取りこぼされていた子

供を生じさせないことを大きな目的としてい

ます。

したがって、三沢市といたしましても、子

供と家庭の福祉、保健、その他支援の充実が

図られるほか、年齢や制度の壁を克服した切

れ目のない包括的支援がより一層進められる

ものと考えております。

各現場のニーズ、あるいはニーズはどこに

あるかをしっかり調査しながら、こども家庭

庁、国と連携しながら、あるいは考え方を参

考としながら当市のこども政策を推進してま

いりたいと考えております。

私からは、以上です。

○議長（堀 光雄君） 春日議員。

○１４番（春日洋子君） ありがとうござい

ます。ぜひよろしくお願いいたします。

次に、２点目の結婚を希望する人の出会い

の場の提供や相談体制の整備について再質問

させていただきます。

担当部長より、これまで三沢市、様々な、

上十三圏域等々、あおもりマッチングアプ

リ、「スイーツ婚活」等々、大変好評を得て

いるという御紹介をいただきました。

今般、私がこの質問に至った思いは、兵庫

県三木市での取組に非常に注目をしたからで

ございます。前段でも申し述べましたけれど

も、熱心に活躍するサポーターの存在が非常

に大きいということに注目いたしました。

この取組は、三木市の中ではテレビでも取

り上げられておりまして、ボランティアの中

でもナンバーワンのやりがいがあると、本当

に喜び勇んで活躍をしております。一番の最

大の魅力は、地域の中ですぐにお会いでき

る。そして、１回切りではなく、お見合い

パーティーではありませんので、その後も

ずっと伴走型で寄り添っていけるという交流

も非常に充実しているということでありま

す。

三沢市においても、私は様々な取組がある

ことも承知しておりましたけれども、ぜひ地

元でサポーターの立ち上げをし、三沢市でサ

ポーターの立ち上げをして、寄り添っていく

伴走型支援というのが非常に効果があるので

はないか。その人にとっては、様々人生を

語ったり、婚活に即刻至らなくても、学びの

場ともなっているということでありましたの

で、サポーターの立ち上げに乗り出すお考え

がないか、再質問させていただきます。

○議長（堀 光雄君） 政策部長。

○政策部長（山﨑 徹君） 再質問にお答え

いたします。

まず最初に、出会いの機会の提供という大

きな枠組みの中では、議員もおっしゃいまし

たけれども、移住結婚支援推進協議会、昨年

設立しました。また、今年７月には、あおも
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り出会いサポートセンター、これは協定を締

結しまして、「ＡＩであう」の運用を開始い

たしました。着実に支援体制を強化してきて

いるところであります。

御質問の出会いサポーターの立ち上げにつ

いては、多様性が叫ばれる中、支援されるこ

とをもしかして希望していない方もいらっ

しゃるかもしれませんが、結婚を希望してい

ても積極的に活動できない方などへは後押し

になると。そういった観点から効果的と考え

ております。

今後、婚活イベントやマッチングシステム

もそうですけれども、この事業とのすみ分け

とか連携といった観点からの検討。また、サ

ポート活動に取り組んでいる個人や団体など

とも相談、検討してまいりたいと思います。

以上でございます。

○議長（堀 光雄君） 春日議員。

○１４番（春日洋子君） ありがとうござい

ます。出会いの場がなかなかできないという

人への思いも察知していただきたいと思って

おります。

次に、３点目の個別避難計画の策定推進に

ついて、２点再質問させていただきます。

御答弁の中でございました、作成に当たっ

ては、関係団体、地域の皆様の御協力をいた

だきながら、先進地の事例を参考にしながら

進めてまいりたいとの趣旨の御答弁でござい

ました。そのことから、具体にはどのような

方々に御協力をいただくお考えなのか、まず

はじめに、お伺いさせていただきます。

また、私は、去る８月に内閣府の担当者を

講師にお迎えしてのオンライン勉強会に参加

する機会がございました。この勉強会では、

先進的に取り組んでいる茨城県常総市、ま

た、宮崎県延岡市からの報告がありました。

その折に、市長が個別避難計画を作成する際

の優先度の検討は、早期に計画を作成するた

めの大きな手段であるということを学ばせて

いただきました。

そこで、三沢市では、優先度についてはど

のようにお考えであるのか、再質問させてい

ただきます。

○議長（堀 光雄君） 健康福祉部長。

○健康福祉部長（篠田浩一君） それでは、

春日議員の再質問についてお答えいたしま

す。

個別避難計画を作成するに当たり、どのよ

うな方々に協力をいただくのか、それと、計

画策定に当たっての要支援者の優先順位につ

いての御質問であったと思いますが、まず

は、実効性のある避難支援とするためには、

まず身近な地域による助け合い、いわゆる公

助の取組が大変重要であると考えております

ので、そのためには町内会、民生委員・児童

委員、自主防災組織、消防団の方々、それか

ら要支援者本人の状況をふだんから把握して

おります福祉専門職の方々に御協力をいただ

きながら、個別避難計画の作成を進めてまい

りたいと考えております。

それから、優先順位についてでございます

が、先ほど春日議員のほうから、茨城県常総

市、宮崎県延岡市などの先進地、大変よい御

提案をいただきましたので、これは、当市の

地域における災害、そして被害の想定、そし

て要支援者本人の心身の状況などを踏まえな

がら、先ほどの先進地の事例を参考にして、

優先順位などを含めた実効性のある計画の策

定に努めてまいりたいと考えております。

以上でございます。

○議長（堀 光雄君） 春日議員。

○１４番（春日洋子君） ありがとうござい

ました。こちらの個別避難計画につきまして

は、デリケートな、プライバシー云々のこと

もありますけれども、まずは命を守るという

ことを第一義に計画が推進されることを願っ

ております。どうぞよろしくお願いいたしま

す。

次に、４点目の９価ワクチンの定期接種化

への対応について再質問させていただきま

す。

９価ワクチンについて、個別通知をしてく

ださるということでございますので、きめ細

やかな対応に非常に有り難く思っておりま
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す。対象者の皆様には、ぜひワクチンの安全

性、また有効性を御理解いただき、自らの大

切な命を守るために接種をしていただきたい

と心から願うものでございます。

そこで、参考にお聞かせいただきたいので

すが、市内の方が御希望されたときに、ワク

チンを接種できる医療機関、また、接種に至

るまでの手順はどのようになさるのか、お聞

かせいただければと思います。

○議長（堀 光雄君） 健康福祉部長。

○健康福祉部長（篠田浩一君） 春日議員の

再質問についてお答えいたします。

子宮頸がんワクチン接種するに当たり、ど

のような手順で接種すればよいのかといった

御質問だったと思います。

まず、接種を受ける対象者に対しまして

は、子宮頸がん予防接種の予診票を郵送いた

します。それが届きましたら、そのお知らせ

をまず読んでいただきまして、接種できる医

療機関に予約をしていただきます。その後、

病院などで受診した上で、接種可能と判断さ

れた後、接種をすることとなります。

それから、ワクチン接種の行える医療機関

でございますが、現時点では、県内で１７４

の医療機関で接種が可能となっております。

近隣の医療機関では、すずき小児科内科クリ

ニック、市立三沢病院、青い森こどもアレル

ギークリニック、こんの医院となっておりま

す。

それから、市内に住所があって、県外で接

種する場合でございますが、そのときは市か

らの接種依頼などの所要の手続が必要となり

ます。

以上が接種するまでの手順となります。

以上でございます。

○議長（堀 光雄君） 春日議員。

○１４番（春日洋子君） ありがとうござい

ます。丁寧な説明をいただきました。このよ

うな手順で進んでいく。先ほど担当部長から

これまでの接種率も示されましたけれども、

倍増しているというものの、全体的にはまだ

まだ接種率は低いということでございますの

で、一人でも多くの方に接種をしていただき

たいということを重ねて、強く願っておりま

すので、よろしくお願いいたします。

最後に、５点目の不在者投票の投票用紙等

のオンライン請求について再質問させていた

だきます。

導入に向けては前向きに御検討いただける

ものと受け止めさせていただきました。

そこで、どうしても導入時期はどうなのか

という思いに至るわけですけれども、明年４

月には統一地方選挙が行われます。また、続

いて６月には三沢市長選挙も控えてございま

す。ぜひこれに間に合うように希望するもの

ですけれども、現段階で、導入時期につきま

しては、どのようにお考えであるのか、お聞

かせいただきたいと思います。

○議長（堀 光雄君） 選挙管理委員長。

○選挙管理委員会委員長（石岡裕通君） オ

ンライン申請をいつ頃から実施する予定なの

かという質問なのですけれども、来年４月執

行の青森県議会議員一般選挙から、投票用紙

の請求はオンライン申請で利用できるよう考

えております。

以上です。

○議長（堀 光雄君） 以上で、春日洋子議

員の質問を終わります。

それでは、一般質問を次に移ります。

遠藤泰子議員の登壇を願います。

遠藤議員。

○６番（遠藤泰子君） ６番、かがやきの遠

藤泰子です。

令和４年最後の一般質問となります。今年

は何かと暗い話題の多い１年でありましたの

で、明るくＬＥＤ化など、電気料金値上げに

伴う対策について、通告に従い質問いたしま

すので、よろしくお願いいたします。

今年も年の瀬を迎えましたが、振り返りま

すと、年初めから新型コロナウイルス感染症

が急速に拡大し、経済の立ち上がりが見えな

い中、２月にはロシアのウクライナ侵攻によ

り、原油価格の高騰や食料品を含む物不足の

深刻化が進みました。
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我が国の経済においては、急激な円安が進

んだ影響も併せ、多くの品物に値上げが起こ

り、１０月に入ると６,７００品目以上の食

品が値上げされました。さらに、今後におい

ても価格上昇が収まる気配がなく、家計負担

の増加が進む状況となっております。

こうした中、私たちの生活から切り離すこ

とのできない電気料金も値上げが続いてお

り、昨年との比較では、低圧と高圧の電気料

金は１割ないし２割の上昇、特別高圧の電気

料金は４割ないし５割の上昇となっていると

のことでありました。さらに、新聞報道によ

ると、東北電力は来年４月から一般家庭の大

部分を占める規制料金が引上げとなり、３割

以上の値上げとなる見通しであるとのことで

あります。

当市においては、市有の公共施設が充実し

ており、大変よいことではありますが、電気

料金の値上げ、特に、高圧や特別高圧の契約

となっている施設については、光熱費の大幅

増となっているものと推察しております。

老朽化が進んでいる施設もあり、修繕等を

含む維持管理費に加え、今般の光熱費の増加

は今後の財政運営に大きく影響を及ぼしてい

くものと危惧しております。光熱費の高騰対

策を長期的な視点を持って早急に進めていく

必要があるのではないでしょうか。

奈良県奈良市では、この電気料金の高騰を

受け、９月の補正予算において、電気料金１

億５,０００万円を含め、３億円余りの光熱

費を計上したとのことでありますが、これに

併せて、電気料金高騰の長期化を見据え、学

校や公共施設の照明器具をＬＥＤ照明に切り

替える事業を打ち出しております。このこと

により消費電力を３割以上抑制できるとさ

れ、試算では年間約１億１,０００万円の削

減となるとのことでありました。

人口も財政規模も異なりますが、ランニン

グコストを圧縮していくことは、どの自治体

においても必要な努力であり、電気料金の急

激な高騰という緊急事態を受けた行政経営で

あると思います。

１点目の質問ですが、当市においても、そ

れぞれの公共施設の耐用年数等を考慮しなが

ら、長期的視点を持って、ランニングコスト

の削減のためＬＥＤ化し、カーボンニュート

ラルを推進する必要があると考えますが、今

後進めていく考えがあるか、お伺いします。

次に、防犯灯のＬＥＤ化についてでありま

すが、これまでも一般質問や特別委員会で同

様の質問がされてきたものと思います。平成

３０年第３回定例会の春日議員の一般質問に

おいて、防犯灯のＬＥＤ化の見通しについて

質問がなされており、議事録を読みますと、

当時の答弁では、「補助事業の活用を含めた

財源の確保と、整備した防犯灯の更新時期を

見据えながら、市内全域の防犯灯のＬＥＤ化

を図ってまいりたいと考えております」と答

弁されております。その後、徐々にＬＥＤ化

が進められてきたものと理解しております

が、進捗が見られない状況ではないでしょう

か。

先ほどの奈良県奈良市では、平成２９年度

までに、市内全域の街路灯３万７,０００基

をＬＥＤに切り替えたことにより、電気料金

の削減に大きな効果があったことから、今般

の電気料金の値上げを受け、公共施設におい

ても照明器具をＬＥＤ化するに至ったとのこ

とでありました。

電気料金はこれからさらに上がります。当

市においても、４年前に答弁のあったとお

り、市内全域の防犯灯のＬＥＤ化を優先的に

進めていく必要があると思います。４年が経

過し、ＬＥＤ化がどのくらい進んだのか、現

在の状況と、今後、どのくらいかけて市内全

域の防犯灯をＬＥＤ化していくのか、今後の

計画、方針についてお伺いします。

次に、３点目、節電対策についてですが、

平成２９年に日本商工会議所が中小企業８０

１社を対象に行った、中小企業における省エ

ネ対策等の取組に関する調査によると、省エ

ネの取組体制に関する質問において、４２％

の企業で省エネの取組担当者を配置している

とのことでありました。
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当市においては、平成１６年１２月から平

成１９年１２月までの間、ＩＳＯ１４００１

を取得した経緯があり、その取組の中には、

電気使用量の削減も含まれていることから、

市庁舎内においては、これまでも節電対策に

努められてきたものと理解しております。

ＩＳＯ１４００１をやめてから１５年が経

過いたしましたが、職員の節電に対する意識

の変化や、当時を知らない若い職員も多数い

ることから、ＳＤＧｓの考え方にシフトし、

改めて環境に配慮した具体的な取組として、

節電意識の啓発を行う必要があると思いま

す。

また、市民に対してもＳＤＧｓの普及啓発

とともに、省エネ化を促す具体的な方策を周

知していくことも市としての重要な役割であ

ると思います。

省エネ対策の出発点は意識改革です。使う

側の節電意識がなければ実現できないもので

ありますので、電気料金等が値上げされたこ

とを契機として、市職員に対する節電意識の

啓発とともに、市民に対する具体的な節電行

動を促し、効果を出していくべきと考えます

が、そのためには、民間企業のように省エネ

担当者を配置するなどにより進めていくべき

と思いますが、当市の節電対策についてお伺

いいたします。

次に、４点目、市内企業への省エネ化に向

けた支援についての質問です。

長引く新型コロナによる経済的影響に加

え、原油価格の高騰、資材等の物価高騰な

ど、農業者、漁業者だけではなく、商業者、

建設関係事業者、交通関係事業者など、あら

ゆる業種で光熱費や燃料費に係る支援が必要

な状況であると思います。

神奈川県平塚市では、この１１月から市内

の小規模事業者を対象に、電気料金の高騰分

の半額を補助する事業を実施、和歌山県田辺

市では、市内に店舗のある中小事業者を対象

に、７月から９月分の電気料金の２０％を支

給、新潟県加茂市では、市内中小企業者を対

象に、電気料金等の燃料費高騰分に対する補

助など、ほかにも多くの自治体で、電気料金

等の高騰に対する中小企業事業者への支援が

始まっています。

支援の方法については、各自治体それぞれ

の状況に応じて実施しているものと理解して

おりますが、当市においては、中小企業や１

次産業以外の個人事業者に対する支援が不足

しているものと感じています。

様々な支援の方策が考えられるところであ

りますが、一つの例として、ＬＥＤ化や省エ

ネ化を進める企業等に対して、市民向けの住

宅リフォーム事業を拡大した企業版の省エネ

リフォーム事業を実施してはどうでしょう

か。国等においても省エネ化の支援事業があ

るものと思いますが、地元事業者を活用する

省エネリフォーム事業は、中小企業振興条例

の基本理念にある「地域内の経済循環に努

め、持続的な地域社会の構築を図る」に合致

するものであり、光熱費の急激な高騰を受け

た経営環境の改善を促すことができるものと

考えております。

企業に対する支援について、当市の考えを

お伺いいたします。

次に、５点目、省エネ家電への買換えの促

進についての質問となりますが、一部の自治

体ではありますが、節電対策として、省エネ

家電製品の買換えをする場合の助成を実施し

ております。古い家電製品は消費電力が大き

く、今後、さらなる電気料金の値上げが予定

される中、特に、冷蔵庫などの消費電力の大

きな家電製品は、古くなってもなかなか故障

しないため、買換えにちゅうちょしてしまい

ますが、買換えの助成があれば、省エネ家電

への買換えを促し、市民の生活にかかるコス

トを削減しながら環境への負荷を減らしてい

きます。

苫小牧市では、冷蔵庫とＬＥＤ照明の買換

えに対する助成、静岡市では、冷蔵庫、照明

器具、テレビ、エアコンの省エネ家電への買

換えに対する助成、愛知県豊田市では、エア

コン、冷蔵庫、このように多くの自治体で省

エネ家電への買換え促進事業を実施しており
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ます。このほかにも、仙台市などでは、省エ

ネ家電買換えキャンペーンを実施し、キャッ

シュレスポイントをプレゼントするなど、省

エネと生活支援を目的とした事業が進んでき

ております。

当市においても省エネ家電への買換え促進

の取組について検討すべきと思いますが、当

市の一般世帯への省エネ化促進の対策につい

てお伺いいたします。

御答弁のほどよろしくお願いいたします。

○議長（堀 光雄君） ただいまの遠藤泰子

議員の質問に対する当局の答弁を求めます。

市長。

○市長（小檜山吉紀君） ただいまの遠藤議

員御質問の行政問題の第３点目、当市の節電

対策については私から、そのほかにつきまし

ては担当部長からお答えをさせますので、御

了承願いたいと存じます。

電気料金の値上げは、当市の財政運営にお

いて大きな問題であり、これまで以上に積極

的に節電に取り組んでいく必要があると考え

ております。現在、市庁舎におきましては、

設備面の節電への取組として、蛍光灯照明の

ＬＥＤ化を進めており、加えて、更新時期を

迎えた庁舎運営に必要な機器類につきまして

も省エネタイプに順次変更しております。

職員の節電への取組につきましては、就業

時間前や昼休みに不必要な照明を消灯する。

庁舎内の行き来にはなるべく階段を利用し、

エレベーターの使用を控えるよう努めており

ます。今後は、全庁的に節電対策の意識向上

を図っていくとともに、さらなる職員への節

電対策に向けた啓発を行ってまいりたいと考

えております。

また、電気料金の値上げにより、御家庭で

の負担増も懸念されておりますが、これまで

も広報みさわや市ホームページを通じ、少し

の工夫でできる省エネの具体的な取組とし

て、冷蔵庫の温度設定を弱くすることやテレ

ビ画面を適正な明るさに設定するなど、御家

庭でできる節電の取組について意識啓発を

図ってまいりました。

今後におきましても、省エネ対策、ひいて

は、御家庭での節電の一助となるよう、周知

方法やその内容に工夫を凝らすなど、さらな

る意識啓発に努めてまいりたいと考えており

ます。

私からは、以上であります。

○議長（堀 光雄君） 財務部長。

○財務部長（高橋徳孝君） 行政問題の第１

点目、市の施設のＬＥＤ化への転換について

お答えいたします。

円安や原油価格の高騰などの影響により、

来年の４月から家庭向け電気料が３割程度値

上げされるとの新聞報道がありました。

当市の公共施設の電力契約におきまして

も、同じく３割程度の値上げについて電気事

業者から通知があり、電気料金の値上げは当

市の財政運営においても相当な負担が予想さ

れることから、節電対策に取り組むことは重

要な課題であると捉えております。

御質問のＬＥＤ化への転換ですが、ＬＥＤ

照明は蛍光灯と比較し消費電力が少なく、節

電効果が高いものとされており、ＬＥＤ化す

ることは電気使用量の抑制に大変有効なもの

であると考えております。

当市の公共施設のうち、防犯灯などを除い

た１７９施設を調査したところ、武道館など

の５６施設についてはＬＥＤ化が実施されて

おり、市庁舎におきましても現在計画的に取

り組んでいるところでございます。

また、そのほかのＬＥＤ化されていない公

共施設につきましては、利用状況や施設の老

朽度を踏まえ、ＬＥＤ化への転換について検

討してまいりたいと考えております。

以上でございます。

○議長（堀 光雄君） 市民生活部長。

○市民生活部長（田中 誠君） 行政問題の

第２点目、防犯灯のＬＥＤ化の現状と今後の

方針についてお答えいたします。

当市では、主な生活道路を照らし、夜間に

おける歩行者の安心・安全と犯罪抑止を図る

観点から、これまで市内全域で防犯灯の整備

を行ってまいりました。
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まず、現在のＬＥＤ防犯灯設置に関する考

え方と設置台数についてでありますが、当市

においては、平成２２年度から防犯灯を新設

または更新する場合において、ＬＥＤ防犯灯

を設置してきたところであり、令和４年３月

末現在、防犯灯設置数７,３４６基のうち９

６５基がＬＥＤ防犯灯で、設置割合は１３.

１％となっております。

次に、ＬＥＤ防犯灯への転換に関する今後

の方針についてでありますが、ＬＥＤ灯が従

来の蛍光灯やナトリウム灯に比べ、電球の寿

命が長い上、消費電力も少なく、経済的に秀

でていることは当市としても十分に認識して

いるところでありますが、従来からの防犯灯

の中には、国庫補助金を受けて整備し、財産

処分制限期間が課されているものが多数ある

ことや、灯具の交換経費が高額になることな

どが障壁となり、ＬＥＤ防犯灯への転換が進

んでいなかったところであります。

しかしながら、現在のように電気料金の値

上げが続く中にあっては、中長期的な視点に

立って、ＬＥＤ防犯灯への転換を検討する必

要性を認識しております。

今後におきましては、まず、ＬＥＤ防犯灯

への転換に要する経費の積算と併せ、年次計

画をもって転換を図った場合の電気料金の削

減効果等もしっかりと分析した上で、国庫補

助事業の採択も視野に入れつつ、調査・研究

を進めてまいりたいと考えております。

続きまして、行政問題の第５点目、省エネ

家電への買換え促進についてお答えいたしま

す。

現在、円安や原油価格高騰による電気料金

の値上げが続き、その負担増が市民生活に影

響を与えており、この機会に古い家電を電力

消費量の少ない新しい家電製品等に買換えを

希望する市民もいらっしゃるものと考えてお

ります。

当市といたしましては、市ホームページを

通じて、省エネ家電への買換えによるメリッ

トを周知することにより、省エネ家電への買

換え促進を図ってまいりたいと考えておりま

す。

御質問の買換えを支援する助成等につきま

しては、１２月７日から販売しております物

価高騰生活支援プレミアム券により、省エネ

家電への買換えに対応可能な家電販売店等が

参加しておりますので、物価高騰生活支援プ

レミアム券を御活用いただきたいと考えてお

ります。

また、今後におきましては、他市町村の取

組について情報収集に努めるとともに、当市

として必要な対策について、調査・研究して

まいりたいと考えております。

以上でございます。

○議長（堀 光雄君） 経済部長。

○経済部長（吉村聖毅君） 行政問題の第４

点目、省エネ化に向けた企業への支援につい

てお答えいたします。

円安や原油価格高騰等による電気料金の値

上げが、市民生活のみならず、幅広い業種の

経営に大きな影響を及ぼしている中、東北電

力管内では、本年１２月から法人向けの高圧

及び特別高圧電力が値上げされるとともに、

来年度からは一般家庭や小規模事業者向けの

低圧電力も値上げされる予定であるなど、市

民や市内中小企業を取り巻く状況はさらに厳

しくなるものと捉えております。

このような中、国においては、省エネ設備

整備に対する補助金制度の創設のほか、総合

経済対策として、来年１月以降、全国の電力

小売会社に対し支援金を交付するなど、電気

料の負担軽減対策を講じることとしておりま

す。

一方、当市では、従来から住宅リフォーム

補助金事業により、住宅のＬＥＤ化を含むリ

フォーム工事に対する助成を実施していると

ころでございますが、当該事業は居住スペー

スだけが対象となるため、企業に対する支援

に活用できないだけでなく、店舗兼住宅の店

舗部分についても対象外となっております。

御質問のあった省エネを目的とした企業版

リフォーム事業については、市内事業者の将

来的な電力コスト削減や地球温暖化対策が図
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られるだけでなく、住宅リフォーム事業と同

じように、市内建築事業者での施工を条件付

けした場合は、受注機会も拡大するなど、多

様な効果が期待できるものでございますが、

事業化に当たっては、国の補助事業と重複す

る場合の対応や、現在実施している住宅リ

フォーム事業との調整、補助対象事業要件を

含む制度設計など、様々な課題をクリアする

必要がございます。

このため、当市といたしましては、引き続

き国や県の動向や社会情勢を注視し、地域の

中小企業の皆様や住民ニーズの把握にも努め

ながら、今後、さらなる調査・検討を進めて

まいりたいと考えております。

○議長（堀 光雄君） 遠藤議員。

○６番（遠藤泰子君） 御答弁ありがとうご

ざいました。

それでは、質問順に再質問をさせていただ

きます。

１点目につきましては理解しましたが、市

長の強い気持ちであるかと思いますが、急ぐ

仕事に魔物が潜むという考えもあるかもしれ

ませんけれども、とにかくタイミングを逃さ

ず、省エネ化、ＬＥＤ化を進めていただきた

いと思います。よろしくお願いいたします。

続いて、２点目の再質問になります。

２点目の防犯灯のＬＥＤ化についてです

が、平成２２年度から始まり１０年以上たっ

た今、１３.１％ということでは余りにも遅

いのではないかと思いますが、御答弁では、

国庫補助金により造られたものであるので切

替えが進んでいないとのことでありました。

省エネ対策は、国が進めている対策でありま

すので、ＬＥＤ化への変更も可能ではないか

と思っています。

国が１２月から来年３月まで国民に節電を

要請している中、国が認めないからＬＥＤ化

ができないということであれば、大きな問題

であると思います。防犯灯のＬＥＤ化への切

替えは、できる限り早期に進めるべきと思い

ますが、先ほどの答弁では、中長期的な視点

に立って、ＬＥＤ防犯灯転換を検討すると。

必要性を認識しているとのことでありました

が、目標としては、いつまでに完了する予定

なのか、もう少し詳しくお伺いいたします。

○議長（堀 光雄君） 答弁願います。

市民生活部長。

○市民生活部長（田中 誠君） 再質問にお

答えいたします。

現在までＬＥＤ化が１３％台にしか収まっ

ていないのは、国庫補助事業で設置したもの

の処分制限がかかっているためでした。今

後、ここ数年の間に順次処分制限が解かれて

いきますので、年次計画、１か年では難しい

と思いますけれども、６年、５年ぐらいか

かっていくと想定しております。

以上でございます。

○議長（堀 光雄君） 遠藤議員。

○６番（遠藤泰子君） １０年たって１３.

１％だったのでとても心配しており、５年で

本当にできるかという心配はありますけれど

も、部長の答弁のとおり、五、六年には何と

かお願いしたいと思っております。

加えて、国庫補助金のほうに関しても、い

ろいろ体制が変えられるのかどうかも検討し

ていただければと思います。再々質問はござ

いません。

３点目の再質問になります。

３点目の節電に関する取組についてです

が、市長のほうから御答弁いただきました。

今月号の広報みさわに掲載されていることは

承知しておりますが、実は問合せ先が資源エ

ネルギー庁とのことでありましたが、私が申

し上げたいのは、省エネ、節電については、

国から掲載依頼があったときに、単発的に広

報に載せるのではなくて、市が主体となっ

て、計画的に省エネを進めていく意識が必要

であると思っております。

例えば消防法では、消防計画があって、防

火管理者や火元責任者を配置することとなっ

ておりますが、同じように、省エネに関する

計画を策定し、省エネ責任者や節電管理者を

各課に配置すれば、経費もかからずに節電効

果が上がるのではないでしょうか。三沢市が
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省エネを積極的に進めていくという意識教示

を行い、市民が主導していく姿勢が必要では

ないかと思いますが、省エネ計画や省エネ担

当者を配置するなどし、具体的な節電対策を

周知していく考えがないか、再質問させてい

ただきます。よろしくお願いします。

○議長（堀 光雄君） 財務部長。

○財務部長（高橋徳孝君） 御質問の市庁舎

の節電に対する節電取組担当者並びに省エネ

計画等々の御質問だったと思います。

節電対策は、身近なところのちょっとした

工夫と毎日の積み重ねが大切と考えます。ま

た、節電対策を効果的に継続するためには、

職員の節電意識の啓発や節電意識の醸成が重

要であると考えますことから、御質問の節電

取組担当者や節電対策の計画などについて、

他の自治体の取組事例などを調査・研究し、

より一層の節電対策に取り組んでまいりたい

と考えております。

以上でございます。

○議長（堀 光雄君） 遠藤議員。

○６番（遠藤泰子君） 節電対策についてい

ろいろ取り組んでいただけるということで理

解しました。

続いて、４点目の再質問になります。

４点目の企業版リフォーム事業は、実施す

る予定はないとのことでありましたが、光熱

費の値上がりを受け、市内企業の中には困っ

ている事業所があるのではないかと思っての

質問でありました。

省エネに関しましては、国の補助事業もあ

ることは承知しておりますが、市内の利用率

はどうでしょうか。国の事業というのはなか

なか使いづらい補助事業が多く、実際にアン

テナを高くして、省エネを切り口にしたしっ

かりとした政策形成を行って、中小企業振興

条例の趣旨に沿った事業を進めるべきと思い

ますが、リフォーム事業以外に市内企業を支

援する考えはないのか、お伺いいたします。

○議長（堀 光雄君） 経済部長。

○経済部長（吉村聖毅君） 国の補助事業の

利用状況ということなのですけれども、国が

実施している省エネ関連の補助事業の利用状

況につきましては、情報は開示されておりま

せんので、市内の事業者がどのくらい利用し

ているのかという把握は難しい状況にありま

す。

そして、国の補助も含めてですけれども、

市として企業に対する支援、省エネ化に対す

る支援、どのように考えているかということ

なのですけれども、市といたしましては、市

内の事業者に対して、まずは将来的な電力コ

ストの削減や地球温暖化対策が期待できる省

エネ設備の導入に関する普及啓発に取り組む

とともに、国や県が行っている様々な省エネ

関連の補助事業、そして融資等もございます

ので、そちらの周知。使いづらいという話も

ありましたけれども、申請に当たってのアド

バイス等も含めて、啓発に努めてまいりたい

と考えております。

以上であります。

○議長（堀 光雄君） 遠藤議員。

○６番（遠藤泰子君） 答弁ありがとうござ

いました。

なかなか中小企業の人たちが全部、国の制

度とかいろいろ把握するのは難しいかと思い

ますので、市からしっかりとした情報を伝え

ていただいて、支援していただければと思い

ます。よろしくお願いいたします。再々質問

はありません。

続いて、５点目の再質問になります。

５点目については、プレミアム商品券を活

用してできる旨の答弁がありました。理解は

しますけれども、実際のところ、プレミアム

商品券を利用して省エネ家電の買換えをする

方がどれだけいるのか疑問を持っています。

問題は、本当に省エネ化が進むかどうかだと

思っています。実効性が担保されていない事

業では、省エネ化への効果は薄いのではない

かと思いますが、商品券での省エネ家電への

効果はどれだけあると考えているのか、お伺

いします。

○議長（堀 光雄君） 市民生活部長。

○市民生活部長（田中 誠君） 今回の物価
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高騰生活支援プレミアム券には、大型店を含

め、家電取扱店６業者、ＬＥＤ取付けが可能

と思われる電気工事店が２者、現在登録して

おります。それぞれの店舗、工事店で、どれ

だけ省エネ家電の分が出ているかというのは

把握しておりませんけれども、今回、多岐に

わたる幅広い業種の市内業者の方に参加して

いただいておりますので、ＬＥＤ化とか節電

に特化した状況というのは把握しておりませ

ん。

○議長（堀 光雄君） 遠藤議員。

○６番（遠藤泰子君） 幅広くいろいろ周知

しているということで、家電業者も入ってい

ますというお話でありましたけれども、今回

のプレミアム商品券というのと、今、質問し

ている省エネ家電のこととはちょっと違うな

という思いはあります。ただ、今後も状況を

把握しながら進めていくとの答弁をいただき

ましたので、理解いたしました。ぜひとも検

討して、早期に進めていただいて、実効性の

ある取組としてほしいと願い、本年最後の一

般質問を終わります。再々質問はございませ

ん。

以上です。

○議長（堀 光雄君） 以上で、遠藤泰子議

員の質問を終わります。

─────────────────

◎日程第 ２ 議案第５４号から

日程第２８ 議案第８０号まで

○議長（堀 光雄君） 次に、日程第２ 議

案第５４号令和４年度三沢市一般会計補正予

算（第７号）から日程第２８ 議案第８０号

公の施設の指定管理者の指定について（三沢

市コミュニティ集会施設）までを一括議題と

いたします。

─────────────────

◎日程第２９ 総括質疑

○議長（堀 光雄君） 日程第２９ ただい

ま一括議題といたしました全議案に対し、総

括質疑を行いますが、通告がありませんの

で、総括質疑を終結します。

─────────────────

◎日程第３０ 特別委員会の設置及

び議案の付託

○議長（堀 光雄君） 日程第３０ 特別委

員会の設置及び議案の付託を行います。

お諮りします。

ただいま一括議題となっております議案の

審査に当たりましては、８名をもって構成す

る予算審査特別委員会、同じく８名をもって

構成する条例等審査特別委員会をそれぞれ設

置し、これに付託の上慎重に行いたいと思い

ますが、これに御異議ございませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○議長（堀 光雄君） 御異議なしと認めま

す。

よって、予算審査特別委員会、定数８名、

条例等審査特別委員会、定数８名をそれぞれ

設置し、これに付託することに決しました。

それでは、議案の付託を行います。

予算審査特別委員会には、議案第５４号か

ら議案第６１号までの計８件を、条例等審査

特別委員会には、議案第６２号から議案第８

０号までの計１９件を、それぞれ付託しま

す。

─────────────────

◎日程第３１ 特別委員会委員の選

任

○議長（堀 光雄君） 日程第３１ 特別委

員会委員の選任を行います。

ただいま設置されました２特別委員会の委

員の選任については、三沢市議会委員会条例

第８条第１項の規定により、お手元に配付し

ております特別委員会委員及び付託議案一覧

表のとおり指名します。

なお、特別委員会委員の方々は、次の休憩

中に、委員長、副委員長をそれぞれ互選し、

議長まで報告願います。

また、ただいま設置されました各特別委員

会の組織会は、予算審査特別委員会を大会議

室、条例等審査特別委員会を第２会議室にお

いて、それぞれ願います。

この際、委員会開催のため、暫時休憩しま

す。
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午前１１時３０分 休憩

────────────────

午前１１時３４分 再開

○議長（堀 光雄君） 休憩前に引き続き、

会議を開きます。

先ほど設置されました２特別委員会の委員

長、副委員長の互選の結果を報告します。

予算審査特別委員会委員長、久保田隆二委

員、副委員長、西村盛男委員。条例等審査特

別委員会委員長、小比類巻孝幸委員、副委員

長、遠藤泰子委員とそれぞれ決しました。

─────────────────

○議長（堀 光雄君） 以上で、本日の日程

は終了しました。

なお、明日から１５日までは、特別委員会

審査等のため、本会議は休会となります。

次回本会議は、１６日午前１０時から会議

を開きます。

本日は、これをもって散会します。

午前１１時３５分 散会


